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兵庫県における医師対医師（D to D）遠隔医療推進について
（報告書・骨子案）

第１回検討委員会

第２回検討委員会



１ はじめに (1)保健医療計画における位置付け

「兵庫県保健医療計画」(第４部５疾病５事業及び在宅医療の医療連携体制の構築 第５章へき地医療)

・ 人口密度が低い郡部などでは医療機関も少なく、山間・離島等のへき地において医療

の確保に多くの問題を抱えている。こうした地域の住民が安心して暮らせるよう、医療

従事者の確保と地域医療の連携体制の構築が必要である。

・ 医師及び専門医療等の提供体制、今後の医療需要の動向、これまでの遠隔医療

の取組等の地域の実情を踏まえ、医療機関、大学、行政の役割を明確にした上で、

地域医療を支える仕組みとして必要なD to D遠隔医療の整備方針を策定し、今後

のさらなる推進を図っていく。
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①検討会資料を改変



１ 医師確保の方針

〇 今後、高齢者人口の増加による医療需要の増や、提供が求められる医療の多様化が見込まれること等を

踏まえると、本県においては、引き続き医師確保対策を充実させていくことが必要

〇 県内において、相対的に医師が不足している北播磨、播磨姫路、但馬、丹波及び淡路の各二次医療圏を

「医師確保対策重点推進圏域」として位置付け、医師確保・偏在是正等に向けた取組を重点的に推進

２ 確保方策
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区分 主な内容

１．医師確保等の推進体制の整備
兵庫県地域医療支援センターにおける、地域医療活性化センター等と連携し
た取組の推進

２．へき地等勤務医師の養成 へき地等勤務医師（県養成医師）の養成、体系的な教育・研修の実施

３．医師のキャリア形成支援 へき地等勤務医師（県養成医師）の義務年限終了後の県内定着促進

４．医師の養成過程を通じた確保対策
新専門医制度における専門研修プログラムの充実（地域医療機関への研修期
間の確保等）に関する支援

５．地域医療機関への支援
医師確保対策重点推進圏域に新たに勤務し、一定期間定着する医師を確保す
るための医療機関への支援を検討

６．医療人材の資質向上 各種研修の実施

７．医師の働き方改革を踏まえた勤務
環境改善支援

医師の勤務環境改善の推進

１ はじめに (2)地域における医師確保

①検討会資料を改変
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県養成医師の養成・派遣
■医師不足地域（へき地）の支援のため、県養成医師制度を運用

医学生（※）へ修学資金を貸与し、卒業後、一定の期間（９年間）を県職員
として、県が指定する医師不足地域等の医療機関で勤務する制度

※対象大学：
自治医科大学（定員：２～３名）、兵庫医科大学（定員：５名）、
神戸大学（定員：10名）、鳥取大学（定員：２名）、岡山大学（定員：２名）

区分 医学生 臨床
研修

前期
派遣

後期
研修

後期
派遣 医師計 合計

人数 １２９ ４２ ４７ １８ １０ １１７ ２４６

(令和3年4月1日現在）

■義務年限(9年)終了者：へき地定着者数54名［目標：60人(R５)］

１ はじめに (2)地域における医師確保

①検討会資料を改変



１ はじめに (３)検討の目的
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①検討会資料を改変

県内どの地域においても質の高い医療を受けられるよう、地域医療を支える仕

組みの一つである、遠隔画像診断等の医師対医師（D to D）遠隔医療の推進に向

け、「兵庫県における医師対医師（D to D）遠隔医療推進検討会」を設置し、本

県における、行政、医療機関等が果たすべき役割や今後の取組方向等について検

討する。



１ はじめに (４)検討事項
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①検討会資料を改変

① 地域医療を支える仕組みとしての医師対医師（D to D）遠隔医療の位置づけ

及び行政、医療機関等の果たすべき役割や今後の取組方向

・遠隔医療の実施にあたっては、地域の医療課題と遠隔医療の関係性を明確にし、

地域において求められるサービス設計について、地域医療を支える仕組みの一

つとして位置づけて実施することが求められる。

・遠隔医療は、その実施に取り組む医療機関だけで完結するものではなく、都道

府県や市町村といった地方公共団体の支援が重要。都道府県等の行政が一定の

方向性や方針を示すとともに、地域ごとに当該地域の医療課題について遠隔医

療がどのように貢献するかを整理し、対応方針を共有していくことが求められ

る。
「医師対医師（DtoD）の遠隔医療の実施状況に関する調査報告書」(総務省：令和2年7月）を一部改変



１ はじめに (４)検討事項
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①検討会資料を改変

( 2 3
「医師対医師（DtoD）の遠隔医療の実施状況に関する調査報告書」(総務省：令和2年7月）を一部改変

② 県養成医等、へき地等の医療機関に勤務する医師の育成に係る医師対医師（D 

to D）遠隔医療の活用方策

・県養成医等、へき地等の医療機関に勤務する医師の育成や、医師確保対策重点

推進圏域に新たに勤務し、かつ当該圏域に定着する医師の確保を図るための医

療機関への支援が求められる。

・放射線画像診断医、病理医等専門医の不足により、地域の医療機関への医師派

遣が困難な状況にあることや、大学病院等の高度専門医療機関と地域の医療機

関の連携による診断・治療精度の向上、勤務医の負担軽減を図る必要がある。



１ 遠隔医療の定義と種類

遠隔医療（Telemedince and Telecare）

通信技術を活用した健康増進、医療、介護に資する行為

8「図説・日本の遠隔医療2013」( ：平成25年10 月）を一部改変

PATIENT
患者

DOCTOR
MEDICAL

SPECIALIST
専門医

DOCTOR
PYSICIAN
in CHARGE

主治医

D to P遠隔医療
（遠隔診療）

D to D遠隔医療
（遠隔医療）

・オンライン診療
・遠隔モニタリング
・遠隔ロボット手術 等

・遠隔画像診断
・遠隔病理診断
・ﾃﾚｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ・ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ等

【遠隔医療の２つのタイプ】

２ 遠隔医療の定義と種類 (１)遠隔医療の定義

①検討会資料を改変



9「遠隔医療について」(厚生労働省HP）

２ 遠隔医療の定義と種類 (２)遠隔医療の種類

①検討会資料を改変



10「遠隔医療について」(厚生労働省HP）

２ 遠隔医療の定義と種類 (２)遠隔医療の種類

①検討会資料を改変



11「遠隔医療について」(厚生労働省HP）

２ 遠隔医療の定義と種類 (２)遠隔医療の種類

①検討会資料を改変



３ 国・県の取組について

医療の質の向上・患者の利便性の向上・離島やへき地などにおける医療の地域差の是正等、地域医療の充実の
観点から重要と位置付け、以下の施策等を実施

○厚生労働科学研究費補助金による研究に対する助成(国)

○遠隔病理診断（術中迅速病理診断 ）・遠隔画像診断等に対する診療報酬上の評価(国)

○遠隔医療のための情報通信機器への補助事業(国・県）

令和３年度遠隔医療設備整備事業(医療施設等設備整備費補助金）

○医師等医療従事者に対する、遠隔医療に関する正しい知識や技術の取得を目的とした研修事業（国）

令和2年度遠隔医療従事者研修事業

（１）開催回数等：３回（オンライン配信形式による）、１回当たり２時間・２００人程度

（２）内容：遠隔医療に関する制度、役割等及び関係する分野（医療分野におけるＩＣＴ、データヘルス等）

12

基準額 対象経費 補助率 下限額

１ 遠隔病理診断
(1)支援側医療機関 4,598千円
(2)依頼側医療機関 14,198千円

２ 遠隔画像診断及び助言
(1)支援側医療機関 16,390千円
(2)依頼側医療機関 14,855千円

遠隔医療の実施に必要なコン
ピュータ及び付属機器等の購
入費

１／２ １か所につき150,000円

①検討会資料を改変
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３ 国・県の取組について

令和3年度 医師対医師(D to D)の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究 (総務省)
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３ 国・県の取組について
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23% 遠隔画像診断（支援側）

遠隔画像診断（依頼側）

遠隔病理診断（支援側）

遠隔病理診断（依頼側）

テレコンサルテーション・カンファレ
ンス（支援側）
テレコンサルテーション・カンファレ
ンス（依頼側）

「医師対医師（DtoD）遠隔医療」を「実施している」病院は、３４％、「実施していない」病院は６６％であった。「医師対
医師（DtoD）遠隔医療の実施内容」について、「遠隔画像診断（依頼側）（５８％）」が多く、次いで「テレコンサルテー
ション・カンファレンス（依頼側）（２３％）」となった。

実施内容

34%

66%

0%

実施している

実施していない

その他

実施状況

４ 遠隔医療の実施状況等について (1)県内病院ｱﾝｹｰﾄ調査

②検討会資料を改変
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ン・カンファレンス

それぞれの取組の未実施の理由として、いずれも「必要性がない（６５％～７５％）」が多く、次いで「予算が確保できない
ため（8％～9％）」、「人員を確保できないため（７％）」となっている。

・遠隔医療の必要性が十分に各医療機関に理解されていないことから、地域において果たすべき役割の明確化及び効果等
 の周知が必要
・初期の設備投資の費用負担や専門医の確保等の課題への対応を検討することが必要
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遠隔画像

４ 遠隔医療の実施状況等について (1)県内病院ｱﾝｹｰﾄ調査

②検討会資料を改変



項目 実施主体 内容

遠隔画像診断
特定非営利法人神戸画
像診断支援センター

CT、MR装置などから発生する検査画像を、依頼
情報とともに神戸画像診断支援センター(画像
データセンター)に電送し、各分野の専門医が送
られてきた画像を診断し、報告

遠隔病理診断 県立淡路医療セン
ター・神戸大学・長崎
大学

県立淡路医療センターの依頼に基づき、病理画
像及び患者属性情報を神戸大学等が共有するこ
とにより、病理診断を実施

テレコンサル
テーショ・カン
ファレンス

兵庫県等
尼崎総合医療センター、豊岡病院、神戸大学等
(13施設)のTV会議システムにより、症例検討会、
専門医のコンサル、合同セミナー等を実施

兵庫県
県立こども病院及び地域の中核病院の医師が、
情報ネットワークシステムを活用し、オンライ
ンによる協働での診療体制を整備

神戸市
新型コロナウイルス感染症患者への対応につい
て、T-ICUのシステムを使い、中央市民病院の
治験と助言を加え、市内医療機関の診療を助言

17

４ 遠隔医療の実施状況等について (2)県内先進事例

①②検討会資料を改変
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４ 遠隔医療の実施状況等について (３)県外先進事例

医師対医師(D to D)の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究検討委員会資料抜粋
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４ 遠隔医療の実施状況等について (３)県外先進事例

医師対医師(D to D)の遠隔医療の取組状況等にかかる調査研究検討委員会資料抜粋
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５ 医師対医師（D to D）遠隔医療推進に向けた基本方針

①②検討会意見

【位置づけ】

・関連病院の医療を大学としてサポートする観点から推進していく必要がある

・顔の見える遠隔医療、２次医療圏の中核病院を中心とした遠隔ネットワークの構

築が重要

【役割】

・画像だけではなく、電子カルテ情報の共有も必要だが、地域の理解を得るために

県等の行政の役割が必要

・専門領域ごとの術中病理診断の推進が必要

・大学においてD to D遠隔医療を活用した指導・教育体制の検討が必要

・コンサルテーションによって地域の診療力が強化されれば患者の利便性が向上

１ 地域医療を支える仕組みとしての医師対医師（D to D）遠隔医療の位置づけ
及び行政、医療機関等の果たすべき役割や今後の取組方向
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５ 医師対医師（D to D）遠隔医療推進に向けた基本方針

①②検討会意見

【取組方向】

・子育てや介護中の医師への支援等医師の働き方改革を踏まえた推進が必要

・データのやりとりだけでなく、電話等でのやりとりを行うなどを行うことにより

地域医療連携が促進される

・病院間のカルテを参照できるシステムがあれば救急医療等の支援に有効

・兵庫情報ハイウェイを活用した県内医療機関ネットワークの構築が必要

・遠隔での回診やウエアラブルカメラを活用した診療支援の県全体での推進

・それぞれの得意領域をネットワークの中で病院間でシェアすれば人材の有効活用

につながる

・AI自動診断システムの研究を進めており、県全体での推進の検討が必要

・専門医の不足のため診断も高度専門医療機関に紹介していたが、治療が必要な

場合以外には一定地域で完結できるよう推進が必要

１ 地域医療を支える仕組みとしての医師対医師（D to D）遠隔医療の位置づけ
及び行政、医療機関等の果たすべき役割や今後の取組方向
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５ 医師対医師（D to D）遠隔医療推進に向けた基本方針

①②検討会意見

【課題】

・読影等の緊急対応やアドバイス等を受けられる仕組みが必要

・病院単位ではなく、ある程度まとまった形で契約を行うなどコスト削減が必要

・提供元医療機関の仕事が増えることに対してどのように還元(増員、インセン

ティブ)するかを医療機関として考える必要がある

・データの保管コストの低減、災害への対応、サーバー等から呼び出す際の利便性

の向上が課題

・コンサルテーションについて診療報酬での評価がなく、どのように費用化するの

か(受け手側からの負担等)、推進に向けた診療報酬の改善が必要

・セキュリティの確保、膨大な画像データの管理コストが課題

・電子カルテ等基本的なICT整備が必要な医療機関もある

１ 地域医療を支える仕組みとしての医師対医師（D to D）遠隔医療の位置づけ
及び行政、医療機関等の果たすべき役割や今後の取組方向
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５ 医師対医師（D to D）遠隔医療推進に向けた基本方針

①②検討会意見

・若手医師に対してダブルチェックに活用し、教育面での有効なツールとなる

・臨床研修医や専攻医が連携施設等での研修している場合にも基幹施設での共同研

究や研修への参加を可能とすればモチベーションになる

・他院からの読影支援等により専門医の少ない病院の医師の学会参加等スキルアッ

プを図ることが可能

・個々の症例を電子カルテを共有しながら専門医等と検討できるシステムが必要

・総合診療医の育成にあたり、皮膚科、感染症、リウマチ、透析等の指導が必要

・地域医療活性化センターにおけるカンファレンス等の機会のさらなる拡充・活用

が必要

・外来ブースやベッドサイド等診療の場におけるコンサルテーションができるセ

キュリティを保ったシステムが有用

２ 県養成医等、へき地等の医療機関に勤務する医師の育成に係る医師対医師（D 
to D）遠隔医療の活用方策


